
・更新履歴

　令和５年１月31日　集約版を公表しました。
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１．労使協定の締結

問１－１
数か所の事業所を労使協定の一つの締結単位とすることは可能か。（例：関東地方に
所在する事業所でまとめて労使協定を締結）

問１－２
派遣労働者が各々異なる派遣先に派遣されており、労使協定を締結する過半数代表者
の選出が困難であるが、どのように選出すればよいか。

問１－３ 既に締結されている労働協約をもとにして、労使協定を締結することは可能か。

問１－４
労使協定書には、協定対象派遣労働者の賃金の額のほか、その比較対象となる一般賃
金の額も記載する必要があるのか。

問１－５
労使協定書には具体的な内容を定めず、就業規則、賃金規程等によることとする旨を
定めることとしてよいか。

問１－６
労使協定の有効期間中に一般賃金の額が変わった場合、労使協定を締結し直す必要が
あるのか。

問１－７

労使協定の有効期間中に一般賃金の額が変わった場合において、協定対象派遣労働者
の賃金の額が一般賃金の額と同等以上である場合には、派遣元事業主は確認書を労使
協定書に添付することとなっているが、一般賃金の額の変更に伴い、協定対象派遣労
働者の賃金額を算出し直す必要がある場合においても、算出し直した賃金額が、一般
賃金の額と同等以上であるときは、労使協定を締結し直すことなく、確認書による対
応のみで問題ないか。

問１－８ 確認書を用いた確認はいつまでに実施し、労使協定書に添付する必要があるのか。

問１－９

例えば、労使協定の有効期間が２年の場合※には、確認書を添付すれば、労使協定に
記載する「通達名」や「一般基本給・賞与等の額」、「一般通勤手当の額」等を修正
する必要はないか。※有効期間の２年目においても、協定対象派遣労働者の賃金の額
が、当該年度に適用される一般賃金の額と同等以上であり、確認書を添付する対応の
場合。

問１－10
労使協定を締結する際に協定対象派遣労働者の範囲を定めることとなっているが、派
遣先の希望等により、個別に、協定対象派遣労働者の待遇決定方式を派遣先均等・均
衡方式に変更することとしてもよいか。

問１－11
「協定対象派遣労働者の範囲」について、一の事業所において、原則はその全ての派
遣労働者に「労使協定方式」を採用するが、紹介予定派遣の対象者のみ、派遣先均
等・均衡方式とすることは問題ないか。

問１－12

労使協定を締結する過半数代表者の選出の手続きにおいて、ある労働者を過半数代表
者として選出することに信任（賛成）するか否かについて、派遣元事業主（所）が全
労働者に確認することとなった。その確認方法として、派遣労働者を含む全ての労働
者に対してメールで通知し、メールに対する返信のない者を、メールの内容について
信任（賛成）したものとみなす取扱いは認められるか。また、同様の場合に、返信が
ない場合は信任(賛成)したものとみなす旨をメールに記載している場合は認められる
か。

問１－13

問１－12に係る過半数代表者の選出手続において、メールの開封者やイントラネット
等の閲覧者を派遣元事業主（所）が確認できる場合は、メールの開封等を行ったもの
の、意見の表明がない労働者を信任（賛成）したものとみなす取扱いは認められる
か。

問１－14
問１－12に係る過半数代表者の選出手続において、意見の表明がない労働者を全労働
者数から除き、残りの労働者の過半数の信任を得た労働者を過半数代表者とする取扱
いは認められるか。

問１－15
一般賃金の額が前年度適用の金額から下がったことをもって、協定対象派遣労働者の
賃金を引き下げることは可能か。

問１－16

局長通達において、「賞与・手当等」は、「直近の事業年度において協定対象派遣労
働者に支給された額の平均額」等を労使で選択することも可能とされている。
有効期間が１年（例：令和５年４月１日から令和６年３月31日）で、新年度（例：令
和６年度）に向けて労使協定を締結し直す場合には、「賞与・手当等」の額を算出し
直す必要があるか。
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問１－17

労使協定において、協定対象派遣労働者の「賞与・手当等」の額を「直近の事業年度
において協定対象派遣労働者に支給された額の平均額」等を用いて計算していた場
合、有効期間を２年（例：令和４年４月１日から令和６年３月31日）として協定を締
結していたとしても、事業年度が変わる都度「賞与・手当等」の額を算出し直す必要
があるか。

問１－18

以下の条件のように、賃金計算期間が局長通達の適用日をまたぐ場合、精算期間の初
日が属する３月時点における一般賃金の額と同等以上の金額を４月25日支払の賃金と
して支払っていれば、４月１日から15日までの間の協定対象派遣労働者の賃金の額
が、４月１日以降に適用される一般賃金の額を下回っていても問題ないか。

問１－19

協定対象派遣労働者の範囲を定めるにあたり、「職種」や「労働契約期間」といった
客観的な基準によらなければならないこととされているが、この基準として、例えば
「派遣される事業所所在地の地域」や「派遣先均等・均衡方式を適用しない派遣労働
者」、「雇用する全ての派遣労働者」等を定めることに問題はないか。

問１－20
局長通達別添４に退職手当に係る各種統計調査の結果が示されているが、その統計調
査の最新版が公表された場合、新たな局長通達が発出される前から、当該統計調査の
結果を一般賃金の水準として使用可能か。

問１－21

問１－15において、今年度適用の一般賃金の額が前年度適用の一般賃金の額より下
がった場合であっても、協定対象派遣労働者の賃金を引き下げることは派遣法や労働
契約法上の観点から問題となり得ることとなっているが、今年度から新たに協定対象
派遣労働者となる者についても同様の対応をする必要があるのか。

２．基本給・賞与・手当等
問２－１ 協定対象派遣労働者の基本給は、どのように時給換算をすればよいか。

問２－２
協定対象派遣労働者の賃金について、月給から時給に換算した結果、１円未満の端数
が生じた場合はどのように処理すればよいか。

問２－３

端数処理の方法によっては、職種別の基準値（①）×能力・経験調整指数（②）×地
域指数（③）で計算して算出された数字と、局長通達の別添１又は別添２の数値（①
×②）×地域指数（③）で計算して算出された数字が異なることがある。どちらを使
用すればよいか。

問２－４
局長通達において、一般賃金の算定基礎となる賃金に含まれないこととされている
「時間外、休日及び深夜の労働に係る手当等」の「等」とは何を指すのか。

問２－５

一般基本給・賞与等の額が最低賃金の額を上回っているかの判断において、この最低
賃金とは、「①実際に賃金が支払われる時点で適用される額」、「②労使協定が締結
される時点で適用される額」、「③局長通達で公表されている賃金構造基本統計調査
や職業安定業務統計の集計対象年度（年）に適用される額」のいずれであるか。

問２－６

「職種別の賃金×能力・経験調整指数×地域指数」の結果、当該額が地域別最低賃金
の額を超えている場合、それに対応する「基準値（０年）」の金額が地域別最低賃金
の額を下回っていても、協定対象派遣労働者との比較に「基準値（０年）」を使わな
いのであれば、実際に協定対象派遣労働者との比較に用いる一般賃金の額が地域別最
低賃金の額を超えていることとなるから、当該取扱いは問題ないと考えてよいか。

問２－７
賃金構造基本統計調査と職業安定業務統計に同様の職種がある場合（例：測量技術者
等）、どちらを選択すればよいのか。

問２－８

能力・経験調整指数について、１年、２年、３年、５年、10年、20年が示されている
が、協定対象派遣労働者の能力及び経験を踏まえた結果、例えば「４年」、「８
年」、「15年」など、能力・経験調整指数として具体的に示されていない年数になっ
た場合は、一般賃金の額をどのように算出すればよいか。

問２－９

問２－８において、能力・経験調整指数が「４年」、「８年」、「15年」などになっ
た場合の取扱いが整理されているが、例えば、労使で十分に協議した結果、協定対象
派遣労働者の業務の内容、難易度等が一般の労働者の勤続「0.5年（半年）」目相当に
該当すると判断した場合、年数より更に細かく区切った能力・経験調整指数を使うこ
とは可能か。

問２－10
能力・経験調整指数の適用について、例えば、勤続が５年目の協定対象派遣労働者に
ついては、必ず「５年」の指数を使用する必要があるか。



問２－11
昇給のための仕組みとして、賃金テーブル上、職務のレベルに応じて等級を設けると
ともに、併せて等級内に号俸を設けることにより運用している事業所においては、当
該制度と能力・経験調整指数との対応関係をどのように判断すればよいか。

問２－12
複数の地域に協定対象派遣労働者を派遣している場合、その複数の地域の地域指数の
平均値を使うことは可能か（例：東京114.1と埼玉105.5に派遣される可能性があるの
で、109.8を使う）。

問２－13
賞与等の「①直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額の平均
額」、「②協定対象派遣労働者に支給される見込み額の平均額」、「③標準的な協定
対象派遣労働者に支給される額」はどのように算出するのか。

問２－14

賞与・手当等は、平均額等で代替可能であるが、仮に一部の協定対象派遣労働者への
支給額が過大な場合（例：一部の協定対象派遣労働者のみに対し、家族手当を多く支
給している場合）、協定対象派遣労働者の支給額の中央値を使うなどの方法は可能
か。

問２－15
賞与・手当等については、当該賞与・手当等を支給していない協定対象派遣労働者も
含めての平均額とする必要があるのか。又は、当該賞与・手当等を支給している協定
対象派遣労働者の平均額でも構わないのか。

問２－16

協定対象派遣労働者の賃金の決定方法について、職務の内容、職務の成果、意欲、能
力、経験等の向上により賃金が改善されるものでなければならない、という要件（法
第30条の４第１項第２号ロ）があるが、例えば、職務の成果を勘案したときに、賃金
が改善されないことは認められないのか。

問２－17
固定残業代は、一般賃金の額と同等以上を確保する協定対象派遣労働者の賃金の対象
としてよいか。

問２－18
派遣元事業主が地域指数を選択する際、「派遣先の事業所その他派遣就業の場所」は
具体的にどのように判断すればよいか。

問２－19

協定対象派遣労働者が複数の地域に派遣される可能性がある場合、一の労使協定にお
いて、複数の地域指数を乗じた一般賃金の額を記載するとともに、それぞれの一般賃
金の額に対応する協定対象派遣労働者の賃金の額を記載し、同等以上であることを確
認する必要があるのか。

問２－20
労働者派遣契約を締結する派遣先が海外にある場合に、どの地域指数を選択すればよ
いか。

問２－21
これまで選択していた職種について、新たに発出された局長通達に「サンプルサイズ
に満たない」として基準値が表記されていない場合、次年度に締結する労使協定にお
いて、どの職種の賃金水準を参考にすればよいか。

問２－22

労使協定方式を採用するにあたって、協定対象派遣労働者の賃金を時給換算し一般基
本給・賞与等と比較する際の端数処理は以下のいずれの方法で行う必要があるか。
・「基本給」「手当」「賞与」それぞれで端数処理したものを合計して一般基本給・
賞与等と比較
・「基本給」「手当」「賞与」を合計した上で最終的に端数処理を行い一般基本給・
賞与等と比較

問２－23
協定対象派遣労働者の賞与・手当について、平均額を用いることを考えているが、こ
の平均額の算出にあたっては、全協定対象派遣労働者の平均額のみ認められるのか。
それとも職務のレベルや職種ごとに、平均額を算出することも認められるのか。

問２－24

賞与について、「協定対象派遣労働者に支給される見込み額の平均額」で待遇を確保
したいと考えているが、新卒１年目の者については、最初の３か月は試用期間である
ため、その分、賞与の額が低くなっている。そのような者について、最初の３か月も
試用期間ではないと仮定して、賞与額の見込み額を計算することは可能か。

問２－25
協定対象派遣労働者の賞与を時給換算する際、「直近の事業年度において協定対象派
遣労働者に支給された額の平均額」を用いる予定である。その金額の算出の際、育児
休業期間中や病気休職中の者で無給の者を計算の対象から除外してもよいか。

問２－26

一般賃金と比較する際、同一の職種・地域で複数の賃金形態を設けることは可能か。
この場合において、賞与・手当について「直近の事業年度において協定対象派遣労働
者に支給された平均額」等で一般賃金と比較する場合、それぞれの賃金形態ごとの平
均額としてよいか。



３．通勤手当

問３－１

通勤手当について、実費支給により「同等以上」を確保する場合、通勤手当の上限額
を協定対象派遣労働者の平均的な所定内労働時間１時間当たりに換算した額が局長通
達で示されている一般通勤手当の額（令和５年度であれば71円以上）であることが必
要であるが、この「上限額を協定対象派遣労働者の平均的な所定内労働時間１時間当
たりに換算した額」はどのように計算して導き出せばよいのか。

問３－２
通勤手当を支払っていない場合に、一般賃金の額と同等以上の額を確保するために
は、どうすればよいか。

問３－３
「一般基本給・賞与等＋一般通勤手当」と「基本給・賞与・手当等＋通勤手当」を比
較する場合に、割増賃金の算定基礎となる賃金はどうなるのか。

問３－４
実費支給で通勤手当を支払っているが、例えば、派遣就業の場所と居住地の間の距離
が１㎞未満を「徒歩圏内」として通勤手当を支給していない場合、どのように取り扱
えばよいか。

問３－５
通勤手当を、「１～２㎞の場合は●円、２～３㎞は●円、・・・」と距離に応じて定
額で支給している場合、実費支給と取り扱ってもよいか。

問３－６
問３－５では、距離に応じた支給区分を設けている場合には、これを実費支給とみな
すことが示されているが、上記の考え方は協定対象派遣労働者の通勤の方法を問わず
適用されると考えてよいか。

４．退職金

問４－１
局長通達第３の３（１）「退職手当制度で比較する場合」について、退職金の支給要
件となる勤続年数の起算点は、協定対象派遣労働者を雇用した時点、法の施行時点な
ど、いつになるのか。

問４－２
「退職手当制度で比較する場合」について、協定対象派遣労働者の勤続期間の通算方
法は、どのように定めればよいか。

問４－３

一つの労使協定で、局長通達第２の３（１）「退職手当制度で比較する場合」と第２
の３（２）「一般の労働者の退職金に相当する額と「同等以上」を確保する場合」の
両方式を定め、協定対象派遣労働者による選択制にする予定であるが、局長通達第３
の３（１）では、退職手当制度は「全ての協定対象派遣労働者に適用されるものであ
ること」とされている。
ここでいう「全ての協定対象派遣労働者」とは、「退職手当制度で比較する場合」で
支払うことを選択した協定対象派遣労働者「全員」に適用されていればよいという解
釈か。

問４－４
退職手当制度の支給月数で一般賃金の額と比較する場合、協定対象派遣労働者の支給
月数に乗じる賃金額や、退職金総額から支給月数を算出する際の賃金額はどのように
取り扱えばよいか。

問４－５
問４－４では、一般退職金と比較する場合、協定対象派遣労働者の支給月数は協定対
象派遣労働者の退職時の「所定内賃金」額を用いるとあるが、この所定内賃金に含ま
れる賃金は何か。

問４－６
「退職手当制度で比較する場合」を選択した場合、一般退職金と協定対象派遣労働者
の退職金を比較する際は、標準的な協定対象派遣労働者に支給される退職金や標準的
な所定内賃金額を用いて比較することとしてよいか。

問４－７

問４－４では、一般退職金と比較する場合、協定対象派遣労働者の支給月数は協定対
象派遣労働者の退職時の「所定内賃金」額を用いるとあるが、派遣元事業主の退職手
当制度の算定基礎となる賃金と一致していない(例：基本給のみを算定基礎)こともあ
る。その際はどのように一般退職金の支給月数と比較すればよいか。

問４－８

新規に退職手当制度を導入して、制度導入後の勤続年数を元に支給額を決定しようと
考えているが、退職手当の給付額で比較する場合には、制度導入後の勤続年数に該当
する勤続年数の一般退職金と比較するのか、制度導入前も含んだ勤続年数の一般退職
金と比較するのか。

問４－９
退職手当制度により一般賃金の額と比較する場合、「自己都合退職」と「会社都合退
職」はどのように定義されるのか。労働契約不更新の場合はどうなるのか。

問４－10
退職金に関して東京都が実施した調査「中小企業の賃金・退職金事情」は、東京都以
外に所在する派遣元事業主や派遣先が東京都にない場合においても、使用することは
可能か。



問４－11
退職金に関して東京都が実施した調査「中小企業の賃金・退職金事情」は、従業員が
10人～299人の中小企業を対象とした調査であるが、中小企業以外の派遣元事業主も使
用することはできるのか。

問４－12

65歳を定年退職の年齢としており、退職金は当該定年退職時点で支給するが、その退
職金の額は60歳時点で定める仕組みの退職金制度となっている。労使協定により、派
遣労働者にもこの退職金制度を適用し、「退職手当制度で比較する場合」を選択する
場合、60歳から65歳までの期間においても一般退職金と同等以上と考えてよいか。

問４－13
協定対象派遣労働者が高齢者であり、前職で退職金が支払われている者、再雇用であ
る者であれば、退職金を支給しなくても問題ないか（一般退職金と同等以上の水準と
しなくてもよいか。）。

問４－14
就労条件総合調査では、勤続20年以上の数字しか示されていない。これを参考とし
て、20年目までは退職金を支払わなくてもよいか。

問４－15
退職手当制度で一般退職金と同等以上を確保する場合、次年度の局長通達で示された
支給月数等の水準が上がった場合には、当該制度を見直す必要があるのか。

問４－16
企業型の確定拠出年金のマッチング拠出は、局長通達第３の３（３）「中小企業退職
金共済制度等に加入する場合」の掛金に算入してもよいか。

問４－17
厚生年金基金に加入している場合には、「中小企業退職金共済制度等に加入する場
合」として取り扱ってもよいか。

問４－18

「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」について、「この「等」には、例え
ば、派遣元事業主が独自に設けている企業年金制度が含まれるものであること」とさ
れている。
派遣元事業主が独自に設けている退職一時金の費用を派遣元事業主が負担している場
合、「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」として取り扱うことは可能か。

問４－19
問４－18において、派遣元事業主が独自に設けている退職一時金の費用を派遣元事業
主が負担している場合、当該費用を「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」と
して取り扱うことが可能とされている。ここでいう「費用」とは具体的に何か。

問４－20

「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」について、確定給付企業年金等と併用
して、派遣元事業主が独自に設けている退職一時金を協定対象派遣労働者に支給して
いるが、確定給付企業年金等と退職一時金の派遣元事業主の掛金を合算して、一般退
職金（令和５年度は一般基本給・賞与等に５％を乗じた額）と比較することは可能
か。

問４－21
「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」については、協定対象派遣労働者の一
般基本給・賞与等の総額の５％と同等以上の掛金拠出であればよいか（５％は令和５
年度適用の局長通達における水準）。

問４－22
退職金制度を設けていない等の理由により、協定対象派遣労働者に退職金を支払って
いない場合に、一般賃金の額と同等以上の額を確保するためには、どうすればよい
か。

問４－23
商工会議所の特定退職金共済制度も、「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」
として取り扱ってよいか。

問４－24
中小事業主掛金納付制度（iDeCo＋）は、企業が上乗せ拠出するものであるため、当該
上乗せ拠出部分は、「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」として取り扱って
もよいか。

問４－25

局長通達の第２の３　退職金において、「一般賃金のうち退職金については、次の
（１）、（２）又は（３）から労使で選択するものとする。なお、一つの労使協定に
おいて、労働者の区分ごとに（１）から（３）までを選択することも可能であるこ
と。」と記載があるが、この「労働者の区分」の定義はどのようなものが考えられる
か。

問４－26

局長通達で「一般賃金のうち退職金については、次の（１）、（２）又は（３）から
労使で選択するものとする。なお、一つの労使協定において、労働者の区分ごとに
（１）から（３）までを選択することも可能であること」とされているが、個々の派
遣労働者が、希望に応じて、（１）から（３）を選択する方法でも可能か。



問４－27

派遣元Ａ社では、労使協定方式により退職金に関しては退職金前払いの方法（一般労
働者の賃金水準に５％上乗せ）を検討している。退職金前払いの方式を採用する場
合、支給対象者を全ての協定対象派遣労働者ではなく、下記の者を除く協定対象派遣
労働者とすることは可能か。
１．学生のアルバイト
２．当初から３か月の短期間の雇用を希望している者
３．産休代替等により雇用する者（派遣先の労働者が産前産後・育児休業を取得する
場合における当該労働者の業務について、派遣する者）

問４－28
協定対象派遣労働者の待遇を確保するにあたり、日雇派遣労働者については、５％相
当分を加算しない等により、一般退職金による待遇を確保しなくとも問題ないか。

問４－29
一般退職金について、一般基本給・賞与等の５％を上乗せして支給する方法を選択し
た場合にも、退職金制度を導入する場合と同様に、勤続３年目以降の者のみ対象とす
ることは可能か。

問４－30
確定給付年金の掛金を、派遣労働者以外の一般の労働者を含めて定額で支払っている
場合、どのように一般退職金の５％と比較すればよいか。

問４－31

一般退職金（一般基本給・賞与等×５％）を加味した一般賃金の額と同等以上の賃金
の額を、既に協定対象派遣労働者に支払っているが、これに加えて中小企業退職金共
済制度（以下「中退共」という。）に加入しようと考えている。その際、一般退職金
として掛金を一般基本給・賞与等の５％以上とすることが局長通達で示されていると
ころ、法定の措置を上回って加入する中退共の掛金の額も５％以上とする必要がある
か。

問４－32
いわゆる「選択制ＤＣ制度」を導入している場合、その掛金については「中小企業退
職金共済制度等に加入する場合」の掛金として取り扱ってもよいか。

５．独自統計

問５－１
新規高卒初職者について、採用した初年度に限り、人事院の職種別民間給与実態調査
の学歴別職種別の高卒者の初任給を使用した賃金を適用してもよいか。

６．賃金の改善（法第30条の４第１項第２号ロ）

問６－１

協定対象派遣労働者の範囲を職種で設定し、職種ごとに賃金テーブルを作成してい
る。しかし、同じ職種に属していても、派遣先によって派遣労働者が従事する具体的
な業務内容は異なるため、昇給の仕組みについては、業務内容ごとに異なる基準を設
定することは認められるか。

問６－２
定年退職した労働者を採用している場合であっても、職務内容に向上があれば賃金の
改善が必要か。

７．公正な評価（法第30条の４第１項第３号）

問７－１
法第30条の４第１項第３号において、派遣労働者の賃金を決定するにあたっては、職
務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する事項を公正
に評価することとなっているが、それは全ての賃金の決定が対象となるのか。
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労使協定方式に関するＱ＆Ａ（集約版） 

 

こちらの Q＆Aは、これまで公表した「労使協定方式に関する Q＆A」の第１集（令和元年８月 19日公

表）から第６集（令和４年８月 26 日公表）までを集約した内容となります※。 

なお、集約にあたっては重複した内容や書き下しを要する箇所等について、質問の統合・削除等によ

る変更を加えておりますが、解釈の変更を伴うものではありません。 

また、今後、設問の追加等を行う場合には、集約版への追加により公表する予定としております。 

※法施行に付随する設問等、現時点で掲載の必要性が低いと判断される内容については不掲載 

 

 

１．労使協定の締結 

問１－１ 数か所の事業所を労使協定の一つの締結単位とすることは可能か。（例：関東地方に所在する

事業所でまとめて労使協定を締結） 

答 貴見のとおり。 

ただし、待遇を引き下げることなどを目的として、数か所の事業所を一つの締結単位とすることは、

労働者派遣法（以下「法」という。）の趣旨に反するものであり、認められない。 

また、この場合、比較対象となる派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般の労働者の

平均的な賃金の額（以下「一般賃金の額」という。）を算定する際の地域指数については、協定対象派

遣労働者ごとに、その派遣先の事業所その他派遣就業の場所の所在地を含む都道府県又はハローワー

ク管轄地域の指数を選択する必要があることに留意すること。 

さらに、数か所の事業所を労使協定の一つの締結単位とする場合、派遣労働者が多数となり、また、

派遣先の業種、派遣先地域も多岐にわたることによって賃金体系等が複雑化し、複数の事業所の派遣労

働者全体の利益を適切に代表する過半数代表者を選出することが困難となる可能性がある。このため、

数か所の事業所を労使協定の締結単位とする場合には、過半数代表者が民主的手続により選出される

よう、特に留意する必要がある。 

仮に過半数代表者を適切に選出していないと認められた場合には労使協定方式が適用されず、法第

30 条の３の規定に基づき、派遣先均等・均衡方式により派遣先に雇用される通常の労働者との均等・

均衡待遇を確保する必要があることに留意すること。 
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問１－２ 派遣労働者が各々異なる派遣先に派遣されており、労使協定を締結する過半数代表者の選出

が困難であるが、どのように選出すればよいか。 

答 例えば、派遣労働者の賃金明細を交付する際や派遣元事業主が派遣先を巡回する際に、労使協定の

意義や趣旨を改めて周知するとともに、立候補の呼びかけや投票用紙の配付、社内のイントラネット、

メール等により立候補の呼びかけや投票を行わせることが考えられる。 

  なお、労働者派遣法施行規則（以下「則」という。）第 25条の６第３項のとおり、派遣元事業主は、

過半数代表者が労使協定の事務を円滑に遂行することができるよう必要な配慮を行わなければならな

い。この「必要な配慮」には、例えば、過半数代表者が労働者の意見集約等を行うに当たって必要とな

る事務機器（イントラネットや社内メールを含む。）や事務スペースの提供を行うことが含まれるもの

である。 

  また、労働基準法第 36 条に基づく時間外・休日労働に関する協定の締結や、同法第 89 条に基づく

就業規則の作成又は変更を行う場合にも、（過半数労働組合が存在しない場合は）当然に過半数代表者

の選出が必要である。 

 

問１－３ 既に締結されている労働協約をもとにして、労使協定を締結することは可能か。 

答 原則、法第 30 条の４第１項の労使協定を別途締結することが必要であるが、法第 30 条の４第１項

各号の事項について、労働協約を参照する旨を定めることを労使で合意しており、かつ労使協定書に当

該内容が明記されている場合は差し支えない。 

  また、派遣元事業主は、則第 17条第３項に基づき、厚生労働大臣に毎年度提出する事業報告書に労

使協定書を添付する必要があるところ、法第 30条の４第１項各号に掲げる事項が労使協定書に記載さ

れておらず、労働協約を参照する旨が定められている場合には、労使協定書に加えて、参照している労

働協約もあわせて事業報告書に添付する必要がある。 

 

問１－４ 労使協定書には、協定対象派遣労働者の賃金の額のほか、その比較対象となる一般賃金の額

も記載する必要があるのか。 

答 貴見のとおり。 

法第 30条の４第１項第２号イにより、労使協定書には、一般賃金の額と同等以上である協定対象派

遣労働者の賃金の決定の方法を定めることとされているため、同等以上であることが客観的に明らか

となるよう、協定対象派遣労働者の賃金の額に加え、その比較対象となる一般賃金の額も記載すること

が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

 

問１－５ 労使協定書には具体的な内容を定めず、就業規則、賃金規程等によることとする旨を定める

こととしてよいか。 

答 貴見のとおり。 

なお、当然のことながら、法第 30条の４第１項各号に掲げる事項（労使協定に定めるべき事項）に

ついては、労使協定自体に具体的に定めなかったとしても、就業規則、賃金規程等に具体的な内容を定

めることが必要である。 

また、派遣元事業主は、則第 17条第３項に基づき、厚生労働大臣に毎年度提出する事業報告書に労

使協定書を添付する必要があるところ、法第 30条の４第１項各号に掲げる事項が就業規則、賃金規程

等に定められている場合には、労使協定書本体に加えて、労使協定で引用している就業規則、賃金規程

等もあわせて事業報告書に添付する必要がある。 

 

問１－６ 労使協定の有効期間中に一般賃金の額が変わった場合、労使協定を締結し直す必要があるの

か。 

答 一般賃金の額は毎年度、厚生労働省職業安定局長通達（以下「局長通達」という。）により示される

が、労使協定の有効期間中に一般賃金の額が変わった場合には、有効期間中であっても、協定対象派遣

労働者の賃金の額が一般賃金の額と同等以上の額であるか否か確認することが必要である。 

  その確認の結果、労使協定に定める協定対象派遣労働者の賃金の額が一般賃金の額と同等以上の額

ではない等により、労使協定に定める賃金の額を変更する場合には、労使協定を締結し直す必要がある

こと。一方、協定対象派遣労働者の賃金の額が一般賃金の額と同等以上の額であり、かつ協定対象派遣

労働者の賃金の額を変更しない場合には、労働者派遣事業関係業務取扱要領に定める「同額以上の額で

あることを確認した旨の書面」（以下「確認書」という。）を労使協定書に添付する対応でも差し支えな

い。 

 

問１－７ 労使協定の有効期間中に一般賃金の額が変わった場合において、協定対象派遣労働者の賃

金の額が一般賃金の額と同等以上である場合には、派遣元事業主は確認書を労使協定書に添

付することとなっているが、一般賃金の額の変更に伴い、協定対象派遣労働者の賃金額を算

出し直す必要がある場合においても、算出し直した賃金額が、一般賃金の額と同等以上であ

るときは、労使協定を締結し直すことなく、確認書による対応のみで問題ないか。 

答 協定対象派遣労働者の賃金の額を算出し直すなど、労使協定における協定対象派遣労働者の賃金の

額を変更する場合には、労使協定を締結し直す必要がある。 

一般賃金の額が変更となった際に確認書を労使協定書に添付する対応は、一般賃金の額が変更とな

った場合であって、かつ協定対象派遣労働者の賃金の額を変更することなく、一般賃金の額と同等以

上の額であることが確認できる場合のみである。 

よって、一般賃金の額の変更に伴い協定対象派遣労働者の賃金の額を変更する場合は、改めて労使

協定を締結し直すことが必要であり、確認書を労使協定書に添付することのみによる対応は認められ

ない。 

 

 

 



 

4 

 

問１－８ 確認書を用いた確認はいつまでに実施し、労使協定書に添付する必要があるのか。 

答 労使協定の有効期間中に一般賃金の額が変更された場合には、当該変更された一般賃金の額が適用

される前までに確認を実施し、確認書を労使協定書に添付することが必要である。   

例えば、令和４年４月１日から令和６年３月 31 日までが有効期間の労使協定について、協定対象

派遣労働者の賃金の額が、令和５年度に適用される一般賃金の額と同等以上であることを確認する場

合には、令和５年３月 31日までに確認を実施し、労使協定書に確認書を添付することが必要である。 

また、最低賃金額の改定により協定している一般賃金の額が最低賃金額を下回ることとなった場合、

当該最低賃金額を基準値（０年目）として用いることとされていることから、最低賃金額の改定にあ

わせた協定内容の見直しも必要である。 

 

問１－９ 例えば、労使協定の有効期間が２年の場合※には、確認書を添付すれば、労使協定に記載

する「通達名」や「一般基本給・賞与等の額」、「一般通勤手当の額」等を修正する必要はな

いか。 

     ※有効期間の２年目においても、協定対象派遣労働者の賃金の額が、当該年度に適用され

る一般賃金の額と同等以上であり、確認書を添付する対応の場合。 

答 貴見のとおり。 

 

問 1－10 労使協定を締結する際に協定対象派遣労働者の範囲を定めることとなっているが、派遣先

の希望等により、個別に、協定対象派遣労働者の待遇決定方式を派遣先均等・均衡方式に変更

することとしてもよいか。 

答 労使協定方式は、派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことができるよう

にすることを目的としたものである。 

そのため、派遣先の希望等を理由として、協定対象派遣労働者であるか否かを変更することは、労

使協定方式の趣旨に反するものであり、認められない。 

 また、当然のことながら、待遇を引き下げることを目的として、派遣先ごとに待遇決定方式を変更

することも、法の趣旨に反するものであり、認められない。 

 一方、待遇決定方式を変更しなければ派遣労働者が希望する就業機会を提供できない場合であって

当該派遣労働者から合意を得た場合等のやむを得ないと認められる事情がある場合などは、この限り

でない。 

 

問１－11 「協定対象派遣労働者の範囲」について、一の事業所において、原則はその全ての派遣労働

者に「労使協定方式」を採用するが、紹介予定派遣の対象者のみ、派遣先均等・均衡方式とす

ることは問題ないか。 

答 紹介予定派遣とそれ以外の派遣労働者との間で、待遇決定方式を分けることは、合理的な理由があ

れば、否定されるものではない。 

なお、単に待遇を引き下げることを目的として、紹介予定派遣とそれ以外の派遣労働者で待遇決定

方式を変更することは、法の趣旨に反するものであり、認められない。 
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問１－12 労使協定を締結する過半数代表者の選出の手続きにおいて、ある労働者を過半数代表者とし

て選出することに信任（賛成）するか否かについて、派遣元事業主（所）が全労働者に確認する

こととなった。その確認方法として、派遣労働者を含む全ての労働者に対してメールで通知し、

メールに対する返信のない者を、メールの内容について信任（賛成）したものとみなす取扱いは

認められるか。また、同様の場合に、返信がない場合は信任(賛成)したものとみなす旨をメール

に記載している場合は認められるか。 

答 過半数代表者の選出には、労働者の過半数が選任を支持していることが明確になるような民主的な

手続を経ることが必要である。その手続の適否は、最終的には個別の事案ごとに判断されるものである

が、一般的には、上記の取扱いは、労働者の過半数が選任を支持していることが必ずしも明確にならな

いものと考えられる。例えば、返信がなかった労働者に対しては、電話や訪問等により、直接意見を確

認する等の措置を講じるべきである。 

なお、イントラネット等を用いて、労働者の意思の確認を行う場合も同様である。 

 

問１－13 問１－12 に係る過半数代表者の選出手続において、メールの開封者やイントラネット等の閲

覧者を派遣元事業主（所）が確認できる場合は、メールの開封等を行ったものの、意見の表明が

ない労働者を信任（賛成）したものとみなす取扱いは認められるか。 

答 その手続の適否は、最終的には個別の事案ごとに判断されるものであるが、一般的には、上記の取扱

いは、労働者の過半数が選任を支持していることが必ずしも明確にならないものと考えられる。 

このため、例えば意見の表明がなかった労働者に対しては、電話や訪問等により、直接意見を確認す

る等の措置を講じるべきである。 

 

問１－14  問１－12に係る過半数代表者の選出手続において、意見の表明がない労働者を全労働者数か

ら除き、残りの労働者の過半数の信任を得た労働者を過半数代表者とする取扱いは認められる

か。 

答 意見の表明のない者を含む全ての労働者の過半数の信任を得ていない労働者は、過半数代表者とは

認められないものである。 
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問１－15 一般賃金の額が前年度適用の金額から下がったことをもって、協定対象派遣労働者の賃金

を引き下げることは可能か。 

答 労使協定方式が派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことができるよう

にすることを目的としていることに鑑みて、一般賃金の額が前年度適用の額から下がったことをもっ

て、協定対象派遣労働者の待遇を引き下げる対応は望ましくなく、見直し前の労使協定に定める協定

対象派遣労働者の賃金の額を基礎として、協定対象派遣労働者の公正な待遇の確保について労使で十

分に協議した上で決定すること。 

   また、変更後の協定対象派遣労働者の賃金の額が一般賃金の額と同等以上であれば、法第 30 条の

４第１項第２号イに直ちに違反するものではないが、派遣労働者の待遇の引き下げ等、労働条件の変

更については、これが労働条件の不利益変更と判断される可能性があることに留意するとともに、次

の点からも問題となり得ることに留意すること。 

① 労使協定に定める昇給規定等の内容によっては、協定対象派遣労働者の待遇を引き下げること

が当該昇給規定等を遵守していないことと判断され、法第 30 条の４第１項第２号ロ又は第３号

に違反する可能性があること。 

② 待遇を引き下げることを目的に、労使協定において局長通達別添１（賃金構造基本統計調査に

よる職種別平均賃金）と別添２（職業安定業務統計の求人賃金を基準値とした一般基本給・賞与

等の額）の選択を恣意的に変更すること等は法の趣旨に反しており認められないこと。 

 

問１－16 局長通達において、「賞与・手当等」は、「直近の事業年度において協定対象派遣労働者に

支給された額の平均額」等を労使で選択することも可能とされている。 

有効期間が１年（例：令和５年４月１日から令和６年３月 31日）で、新年度（例：令和

６年度）に向けて労使協定を締結し直す場合には、「賞与・手当等」の額を算出し直す必要

があるか。 

答 協定対象派遣労働者の「賞与・手当等」について、「個々の協定対象派遣労働者に実際に支給される

額」、「直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額の平均額」又は「協定対象派遣労

働者に支給される見込み額の平均額」を選択している場合には、直近の事業年度の額や最新の見込み

額等を更新することが可能なものと考えられることから、「賞与・手当等」の額を算出し直すことが必

要である。 

   なお、「賞与・手当等」について、例えば「標準的な協定対象派遣労働者に支給される額」を選択し、

就業規則の定めに特段の変更がなく支給額及び支給方法等の実態が変わらない場合には、労使協定に

定める「賞与・手当等」の額が変わらないことは想定されるものである。 
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問１－17 労使協定において、協定対象派遣労働者の「賞与・手当等」の額を「直近の事業年度にお

いて協定対象派遣労働者に支給された額の平均額」等を用いて計算していた場合、有効期間

を２年（例：令和４年４月１日から令和６年３月 31日）として協定を締結していたとして

も、事業年度が変わる都度「賞与・手当等」の額を算出し直す必要があるか。 

答 有効期間を２年以上とする労使協定において、業績に連動した賃金（例：賞与）を用いて一般賃金

の額と比較していた場合、当該期間中に「直近の事業年度に支給された平均額」等に変動が生じた場

合は、協定対象派遣労働者の「賞与・手当等」の額を算出し直すことが必要となる。 

   一方、「標準的な協定対象派遣労働者に支給される額」により算出しており、金額の変動を伴わない

場合や、業績に連動しない手当等（例：家族手当、住宅手当）について、就業規則の定めに特段の変

更がなく支給額及び支給方法等の実態が変わらない場合には、計算し直すことは必ずしも要しない。 

 

問１－18 以下の条件のように、賃金計算期間が局長通達の適用日をまたぐ場合、精算期間の初日が 

属する３月時点における一般賃金の額と同等以上の金額を４月 25日支払の賃金として支払っ

ていれば、４月１日から 15日までの間の協定対象派遣労働者の賃金の額が、４月１日以降に

適用される一般賃金の額を下回っていても問題ないか。 

    ○局長通達の適用日は４月１日 

○賃金計算期間は 15日締め、16日起算、25日支払い 

○雇用契約期間が２月 16日から５月 15日 

○４月１日からの協定対象派遣労働者の賃金額が同日から適用される一般賃金の額を下回る 

○新たな労使協定の有効期間は４月１日から 

答 認められない。 

局長通達の効力は適用開始日（令和５年度通達であれば令和５年４月１日）から発生するため、上

記のように賃金計算期間の途中に適用開始日があり、適用開始日以降、派遣労働者の賃金が一般賃金

の額を下回る状態になる場合は法違反となることから、適用開始日以降から新たな労使協定に従った

賃金を支払う必要がある。 
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問１－19 協定対象派遣労働者の範囲を定めるにあたり、「職種」や「労働契約期間」といった客観的な

基準によらなければならないこととされているが、この基準として、例えば「派遣される事業所

所在地の地域」や「派遣先均等・均衡方式を適用しない派遣労働者」、「雇用する全ての派遣労働

者」等を定めることに問題はないか。 

答 労使協定方式は、派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことができるよう

にすることを目的としたものである。したがって、「派遣先の事業所その他派遣就業の場所」のみを理

由として、「派遣される事業所所在地の地域」を協定対象派遣労働者の範囲として定めることは、派遣

労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理の対象とするかの判断に、就業場所は直接関係な

いと考えられることから、その趣旨に反するおそれがあり適当ではない。 

また、協定対象派遣労働者の範囲を定めるにあたっては、客観的な基準によることとしているため、

例えば「派遣先均等・均衡方式を適用しない派遣労働者」と定めることは、その範囲が客観的に特定さ

れないため、認められないものである。一方、「雇用する全ての派遣労働者」と定めることは協定対象

派遣労働者の範囲が客観的に明らかとなることから、これが直ちに問題となるものではない。 

なお、協定対象派遣労働者の範囲を定めるにあたっては、以下の点にも留意が必要である。 

・賃金水準を引き下げることを目的に待遇決定方式を変えることは、法の趣旨に反するものである。 

・性別、国籍等、他の法令に照らして不適切な基準による場合や、労使協定方式の趣旨に反する場合

は認められない。 

 

問１－20 局長通達別添４に退職手当に係る各種統計調査の結果が示されているが、その統計調査の最

新版が公表された場合、新たな局長通達が発出される前から、当該統計調査の結果を一般賃金の

水準として使用可能か。 

答 仮に別添４に掲載されている統計調査の最新版が公表されたとしても、その時点で発出されている

最新の局長通達に当該統計調査結果が示されていなければ、それを一般賃金の水準として直ちに使用

することは認められないものである。 

  ただし、仮に最新の統計調査の結果において、賃金水準が上がっているような場合は、当該調査結果

の水準を参考に、「協定対象派遣労働者」の一般賃金の水準について、労使で検討することが否定され

るものではない。 

  また、最新の統計結果を掲載した新たな局長通達が発出された場合には、局長通達に記載のとおり、

通達で定める一般賃金の額を、適用日より前に適用することを妨げるものではないが、通達で定める一

般賃金の額を適用日より前に適用することにより、協定対象派遣労働者の賃金を引き下げる場合は、労

働条件の不利益変更となり得るものであることに留意すること。 
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問１－21 問１－15 において、今年度適用の一般賃金の額が前年度適用の一般賃金の額より下がった場

合であっても、協定対象派遣労働者の賃金を引き下げることは派遣法や労働契約法上の観点か

ら問題となり得ることとなっているが、今年度から新たに協定対象派遣労働者となる者につい

ても同様の対応をする必要があるのか。 

答 問１－15 は、前年度の賃金の額と比較をした上で、現在雇用している協定対象派遣労働者の賃金の

額を現行の金額から引き下げる場合についての回答を記載しているものである。 

したがって、今年度から新たに協定対象派遣労働者となる者については、協定賃金が当該年度に適用

されている一般賃金の額と同等以上の額となっていれば、派遣法や労働契約法上、直ちに問題となるも

のではないが、既存の協定対象派遣労働者について前年度から賃金額を引き下げることは、待遇改善を

目的とした派遣法の趣旨や労働条件の不利益変更との関係で問題となり得るものあること。 

なお、局長通達第３の４に定める合算による方法（以下「合算」という。）を用いて一般賃金の額

と同等以上を確保している場合には、合算した賃金額の総額による比較を行うため、その内訳で

ある「基本給・賞与・手当等」、「通勤手当」、「退職金」ごとに比較する必要はないものである。 

 

 

２．基本給・賞与・手当等 

問２－１ 協定対象派遣労働者の基本給は、どのように時給換算をすればよいか。 

答 例えば、月給制の場合には、次の方法により計算することが考えられる。 

計算方法①：月給 × 12か月 ÷ 52週 ÷ 週の所定労働時間数 

  計算方法②：月給 ÷ その月の所定労働時間数（月によって所定労働時間数が異なる場合には、一

年間における一月平均所定労働時間数） 

 

問２－２ 協定対象派遣労働者の賃金について、月給から時給に換算した結果、１円未満の端数が生

じた場合はどのように処理すればよいか。 

答 当該端数は切り捨てとすること。 

一般賃金の額と同等以上であることが必要であるため、算出した結果、１円未満の端数が生じた場

合には、当該端数は切り捨てた上で、切り捨て後の協定対象派遣労働者の賃金の額と一般賃金の額を

比較すること。 

 

問２－３ 端数処理の方法によっては、職種別の基準値（①）×能力・経験調整指数（②）×地域指数

（③）で計算して算出された数字と、局長通達の別添１又は別添２の数値（①×②）×地域指数

（③）で計算して算出された数字が異なることがある。どちらを使用すればよいか。  

    例 別添２の 102 システム設計技術者（令和２年度適用通達の例） 

    ・1,322 円（基準値）×1.16（１年目の能力経験指数）×92.0（北海道の地域指数） ＝1,411 円 

    ・1,534 円（別添２の 1 年目の額）×92.0（北海道の地域指数）＝1,412 円  

答 別添１又は別添２の数値（①×②）×地域指数（③）を乗じて算出し、１円未満の端数は切り上げと

すること（例の場合は「1,412円」を用いる。）。 
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問２－４ 局長通達において、一般賃金の算定基礎となる賃金に含まれないこととされている「時間外、 

休日及び深夜の労働に係る手当等」の「等」とは何を指すのか。 

答 例えば、「等」には、宿日直手当（本来の職務外としての宿日直勤務に対して支給される給与）及び

交替手当（臨時に交替制勤務の早番あるいは後番に対して支給される交替勤務給など、労働時間の位置

により支給される給与）が含まれるものである。 

 

問２－５ 一般基本給・賞与等の額が最低賃金の額を上回っているかの判断において、この最低賃金と

は、「①実際に賃金が支払われる時点で適用される額」、「②労使協定が締結される時点で適用さ

れる額」、「③局長通達で公表されている賃金構造基本統計調査や職業安定業務統計の集計対象

年度（年）に適用される額」のいずれであるか。 

答 「①実際に賃金が支払われる時点で適用される最低賃金の額」を上回っているかを確認しなければ

ならない。 

 

問２－６ 「職種別の賃金×能力・経験調整指数×地域指数」の結果、当該額が地域別最低賃金の額を超

えている場合、それに対応する「基準値（０年）」の金額が地域別最低賃金の額を下回っていて

も、協定対象派遣労働者との比較に「基準値（０年）」を使わないのであれば、実際に協定対象

派遣労働者との比較に用いる一般賃金の額が地域別最低賃金の額を超えていることとなるか

ら、当該取扱いは問題ないと考えてよいか。 

    例：北海道の地域別最低賃金額 835円（金額等は令和２年度時点の数値） 

    職種別の賃金 865円（製材工） × 92.0（北海道） ＝ 796円 「基準値（０年）」 

    職種別の賃金 865円（製材工） × 1.16（1 年）× 92.0（北海道） ＝ 923円  

    →このとき、比較する一般賃金額として 923円を用いる場合には､これが北海道の地域別最低賃

金額の 835円以上となっているため問題がないと考えてよいか。 

答 上記の場合には、地域別最低賃金の額を「基準値（０年）」とした上で、当該額に能力・経験調整指

数を乗じた額と同等以上の額とする必要があり、能力・経験調整指数として（１年）を選択した場合

の協定対象派遣労働者の賃金の額は、969円（835円 × 1.16（1年））以上でなければならない。 

   なお、特定最低賃金の場合も、同様の取扱いである。 

 

問２－７ 賃金構造基本統計調査と職業安定業務統計に同様の職種がある場合（例：測量技術者等）、ど

ちらを選択すればよいのか。 

答 賃金構造基本統計調査の職種は、「職種一覧と解説」において、職業安定業務統計の職種は「第４回

改訂 厚生労働省編職業分類 職業分類表 改訂の経緯とその内容（独立行政法人 労働政策研究・研

修機構）」において、それぞれ職種の具体的な内容を解説している。 

これらをもとにして、派遣労働者の業務がこれらの政府統計のいずれの職種と一致するのか、近いの

かについて、労使で十分に協議し、比較対象とする職種を決定することが必要である。 

なお、協定対象派遣労働者の賃金を引き下げることなどを目的に、職種ごとに統計等を使い分けるこ

とは法の趣旨に反するものであり、認められない。 
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問２－８ 能力・経験調整指数について、１年、２年、３年、５年、10年、20年が示されているが、協

定対象派遣労働者の能力及び経験を踏まえた結果、例えば「４年」、「８年」、「15 年」など、能

力・経験調整指数として具体的に示されていない年数になった場合は、一般賃金の額をどのよう

に算出すればよいか。 

答 統計上の制約から、能力・経験調整指数として、「１年」、「２年」、「３年」、「５年」、「10年」、「20年」

を示しており、原則として、この指数から選択することとなる。 

一方、派遣労働者の能力及び経験が「４年」、「８年」、「15 年」に相当する場合には、労使で十分に

協議した上で、これらの年数に相当する額を算出することも差し支えないが、「４年」であれば「３年」、

「８年」であれば「５年」、「15年」であれば「10年」、それぞれに相当する額を超えるものでなければ

ならない。 

具体的な算出方法としては、例えば、協定対象派遣労働者の能力及び経験が「15 年」に相当する場

合の額を算出する場合には、「10年」に相当する額が 1,500円、「20年」に相当する額が 2,000円であ

れば、次のとおり計算することが考えられる。 

計算方法：1,500円＋（2,000円-1,500円）×（15 年-10年）／（20年-10年）＝1,750円 

 

問２－９ 問２－８において、能力・経験調整指数が「４年」、「８年」、「15 年」などになった場合の

取扱いが整理されているが、例えば、労使で十分に協議した結果、協定対象派遣労働者の業務

の内容、難易度等が一般の労働者の勤続「0.5 年（半年）」目相当に該当すると判断した場合、

年数より更に細かく区切った能力・経験調整指数を使うことは可能か。 

答 可能であるが、労使で十分に協議した上で決定する必要がある。 

仮に「0.5 年(半年)」目の能力・経験調整指数を当てはめることとなった場合の一般基本給・賞与

等の計算方法等は、問２－８の取扱いによる。 

   なお、待遇を引き下げることなどを目的として、低い能力・経験調整指数を使用することは、法の

趣旨に反するものであり、認められない。 

 

問２－10 能力・経験調整指数の適用について、例えば、勤続が５年目の協定対象派遣労働者について

は、必ず「５年」の指数を使用する必要があるか。 

答 能力・経験調整指数の年数は、協定対象派遣労働者の勤続年数を示すものではないため、必ず「５年」

にしなければならないものではない。 

例えば、職務給の場合、協定対象派遣労働者が従事する業務の内容、難易度等が、一般の労働者の勤

続何年目に相当するか労使で十分に協議した上で判断することが必要である。 

なお、待遇を引き下げることなどを目的として、低い能力・経験調整指数を使用することは、法の趣

旨に反するものであり、認められない。 
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問２－11 昇給のための仕組みとして、賃金テーブル上、職務のレベルに応じて等級を設けるととも

に、併せて等級内に号俸を設けることにより運用している事業所においては、当該制度と能

力・経験調整指数との対応関係をどのように判断すればよいか。 

答 労使で十分に協議した上で決定するものであるが、例えば、各等級に属する協定対象派遣労働者が

従事する業務の内容、難易度等が、一般の労働者の勤続何年目に相当するかを判断（例：１級が０年

目、２級が１年目、３級が５年目）した上で、法第 30条の４第１項第２号ロ(※)の対応として、同一

等級内の号俸により賃金を向上させることが考えられる。 

  そのほか、同一等級内の号俸において、業務の内容、難易度等のレベルに差がある場合は、例えば、

１級１号俸～５号俸の派遣労働者を基準値（０年目）とし、１級６号俸～10号俸の派遣労働者を１年

目相当とするように、同じ等級の中で能力・経験調整指数の当てはめ方を調整することも考えられる。 

  ※協定対象派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する

事項の向上があった場合に賃金が改善されるものであることを規定している。  

     

問２－12 複数の地域に協定対象派遣労働者を派遣している場合、その複数の地域の地域指数の平均値

を使うことは可能か（例：東京 114.1と埼玉 105.5に派遣される可能性があるので、109.8を使

う）。 

答 認められない。 

派遣先の事業所等ごとに当該事業所等の所在地に係る地域指数を乗じて算出した一般賃金の額と同

等以上でなければならない。 

上記の場合、東京都に派遣されている間の賃金は、東京都又は東京都内のハローワークの地域指数を

乗じて算出した一般賃金の額、埼玉県に派遣されている間の賃金は、埼玉県又は埼玉県内のハローワー

クの地域指数を乗じて算出した一般賃金の額と同等以上でなければならない。 

 

問２－13 賞与等の「①直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額の平均額」、「②協

定対象派遣労働者に支給される見込み額の平均額」、「③標準的な協定対象派遣労働者に支給さ

れる額」はどのように算出するのか。 

答 ①については、直近の事業年度に協定対象派遣労働者の範囲に含まれる者に対して支給された額の

合計額を、当該事業年度の当該者の所定内労働時間の合計額で除した額が考えられる。 

②については、例えば、業績により支給総額が変動する賞与について、来年度に支給される賞与総額

を協定対象派遣労働者の想定される所定内労働時間の合計で除した額が考えられる。 

③については、例えば、職務評価により支給額が変わる賞与について、標準的な評価の協定対象派遣

労働者に対する賞与の額が考えられる。 
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問２－14 賞与・手当等は、平均額等で代替可能であるが、仮に一部の協定対象派遣労働者への支給額が

過大な場合（例：一部の協定対象派遣労働者のみに対し、家族手当を多く支給している場合）、

協定対象派遣労働者の支給額の中央値を使うなどの方法は可能か。 

答 認められる。 

ただし、中央値等を使い賞与・手当等を過大に算出することにより、協定対象派遣労働者の基本給部

分を実質的に引き下げる等、待遇を引き下げることを目的に、算出方法を恣意的に変更することは法の

趣旨に反しており認められないこと。 

 

問２－15 賞与・手当等については、当該賞与・手当等を支給していない協定対象派遣労働者も含めての

平均額とする必要があるのか。又は、当該賞与・手当等を支給している協定対象派遣労働者の平

均額でも構わないのか。 

答 平均額を全協定対象派遣労働者に用いるのであれば、当該賞与・手当等を支給していない協定対象

派遣労働者を含めての平均額とする必要がある。 

 

問２－16 協定対象派遣労働者の賃金の決定方法について、職務の内容、職務の成果、意欲、能力、経験

等の向上により賃金が改善されるものでなければならない、という要件（法第 30条の４第１項

第２号ロ）があるが、例えば、職務の成果を勘案したときに、賃金が改善されないことは認めら

れないのか。 

答 法第 30条の４第１項第２号ロは、職務の成果等の就業の実態に関する事項の「向上」があった場合

の対応として、賃金を改善することについて規定しているものである。 

このため、公正な評価の結果、仮に職務の成果等の「向上」がないと認められる場合に賃金の改善が

行われなかったとしても、同ロとの関係で直ちに問題となるものではないが、法第 30条の４第１項第

３号に基づき、職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する事項を公正

に評価し、協定対象派遣労働者の賃金を決定すること。 

 

問２－17 固定残業代は、一般賃金の額と同等以上を確保する協定対象派遣労働者の賃金の対象とし

てよいか。 

答 局長通達に定めるとおり、協定対象派遣労働者の賃金の対象に時間外、休日及び深夜の労働に係る

手当等が含まれないことを踏まえ、固定残業代についても協定対象派遣労働者の賃金の対象とするこ

とは認められない。 

一方で、直近の事業年度において、実際の時間外労働等に相当する割増賃金部分を超えて支払われ

た固定残業代については、協定対象派遣労働者の賃金の対象とすることも可能であるが、労使で十分

に協議した上で決定する必要がある。 

なお、固定残業代を採用する場合、基本給等の金額が労働者に明示されていることを前提に、割増

賃金に当たる部分の時間外労働の時間数及び金額を書面等で明示するなどして、通常の労働時間の賃

金に当たる部分と割増賃金に当たる部分とを明確に区別できるようにするとともに、固定残業代に含

まれた時間を超える時間外・休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を追加で支払う必要がある

点に留意すること。 
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問２－18 派遣元事業主が地域指数を選択する際、「派遣先の事業所その他派遣就業の場所」は具体的

にどのように判断すればよいか。 

答 「派遣先の事業所その他派遣就業の場所」については、工場、事務所、店舗等、場所的に他の事業

所その他の場所から独立していること、経営の単位として人事、経理、指導監督、労働の態様等にお

いてある程度の独立性を有すること、一定期間継続し、施設としての持続性を有すること等の観点か

ら実態に即して判断することとなり、常に雇用保険の適用事業所と同一であるわけではない。  

 

問２－19 協定対象派遣労働者が複数の地域に派遣される可能性がある場合、一の労使協定において、

複数の地域指数を乗じた一般賃金の額を記載するとともに、それぞれの一般賃金の額に対応

する協定対象派遣労働者の賃金の額を記載し、同等以上であることを確認する必要があるのか。 

答 原則は、派遣される可能性のある派遣先事業所の所在地を含む地域の地域指数を乗じた各一般賃金

の額と、それに対応する協定対象派遣労働者の賃金の額を記載し、同等以上であることが客観的に明

らかになっていることが必要である。 

   ただし、最も高い地域指数を乗じた一般賃金の額と、全ての協定対象派遣労働者に適用される賃金

の額が同等以上であることを確認できる場合は、この限りでない。 

 

問２－20 労働者派遣契約を締結する派遣先が海外にある場合に、どの地域指数を選択すればよいか。 

答 当分の間、地域指数は全国計「100.0」の数値を用いる取扱いとする。 

   なお、派遣元事業主が地域指数を選択する際の「派遣先の事業所その他派遣就業の場所」の判断に

ついては、問２－18によるものであることに留意すること。 

 

問２－21 これまで選択していた職種について、新たに発出された局長通達に「サンプルサイズに満

たない」として基準値が表記されていない場合、次年度に締結する労使協定において、どの職

種の賃金水準を参考にすればよいか。 

答 局長通達におけるもう一方の統計（賃金構造基本統計調査を用いていたのであれば職業安定業務統

計、逆も同様）において、対応する職種もしくは最も近いと考えられる職種の使用を検討することと

なる。 

なお、職業安定業務統計の小分類の職種を選択していた場合、当該統計の大・中分類を協定対象派

遣労働者が従事する業務と最も近いと判断し、使用することも差し支えないが、一方で、単に賃金水

準を引き下げることを目的に、職業安定業務統計の大・中分類を使用することは法の趣旨に反するも

のであり、認められない。 

 

問２－22 労使協定方式を採用するにあたって、協定対象派遣労働者の賃金を時給換算し一般基本給・

賞与等と比較する際の端数処理は以下のいずれの方法で行う必要があるか。 

    ・「基本給」「手当」「賞与」それぞれで端数処理したものを合計して一般基本給・賞与等と比較 

・「基本給」「手当」「賞与」を合計した上で最終的に端数処理を行い一般基本給・賞与等と比較 

答 後者の最終的に算出された賃金の合計額を端数処理することで足りる。 

なお、一般賃金の額と同等以上であることが必要であるため、合計額に１円未満の端数が生じた場合

には、当該端数は切り捨てることとなる（問２－２を参照）。 
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問２－23 協定対象派遣労働者の賞与・手当について、平均額を用いることを考えているが、この平均額

の算出にあたっては、全協定対象派遣労働者の平均額のみ認められるのか。それとも職務のレベ

ルや職種ごとに、平均額を算出することも認められるのか。 

答 労使で合意されていれば、職務のレベルや職種ごとに平均値を算出することも否定されるものでは

ないが、待遇を引き下げることを目的として、職務のレベルや職種ごとに平均額を算出することは法の

趣旨に反するものであり、認められない。 

 ※ 厚労省から公表している「労使協定のイメージ」では、賞与を等級ごとに平均して算出している。 

 

問２－24 賞与について、「協定対象派遣労働者に支給される見込み額の平均額」で待遇を確保したいと

考えているが、新卒１年目の者については、最初の３か月は試用期間であるため、その分、賞与

の額が低くなっている。 

     そのような者について、最初の３か月も試用期間ではないと仮定して、賞与額の見込み額を

計算することは可能か。 

答 協定対象派遣労働者の賞与が実態より高く算出され、待遇引き下げの可能性が生じるため、法の趣

旨に反するものであり、認められない。 

  なお、その他の賃金の取扱いも同様の考え方である。 

 

問２－25 協定対象派遣労働者の賞与を時給換算する際、「直近の事業年度において協定対象派遣労働者

に支給された額の平均額」を用いる予定である。 

     その金額の算出の際、育児休業期間中や病気休職中の者で無給の者を計算の対象から除外し

てもよいか。 

答 育児休業期間中や病気休職中の者で無給の者であれば、計算の対象から除外することは認められる。 

  なお、単に賞与水準が低い者のみ計算式から除外し、平均額を引き上げることは、協定対象派遣労働

者の賃金が実質的に下がることになるため、法の趣旨に反するものであり、認められない。 

 

問２－26 一般賃金と比較する際、同一の職種・地域で複数の賃金形態を設けることは可能か。この場合

において、賞与・手当について「直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された平均

額」等で一般賃金と比較する場合、それぞれの賃金形態ごとの平均額としてよいか。 

答 就業規則等により明確に雇用管理区分等が分かれており、当該区分ごとに適用される賃金形態が異

なることが客観的に明らかであれば、それぞれの賃金形態ごとに一般賃金額と比較することは否定さ

れないものである。 
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３．通勤手当 

問３－１ 通勤手当について、実費支給により「同等以上」を確保する場合、通勤手当の上限額を協定対

象派遣労働者の平均的な所定内労働時間１時間当たりに換算した額が局長通達で示されている

一般通勤手当の額（令和５年度であれば 71円以上）であることが必要であるが、この「上限額

を協定対象派遣労働者の平均的な所定内労働時間１時間当たりに換算した額」はどのように計

算して導き出せばよいのか。 

答 「上限額を協定対象派遣労働者の平均的な所定内労働時間１時間当たりに換算した額」の計算方法

については、労使で十分に協議した上で合意されたものである必要があるが、例えば、一月当たりの上

限額が設けられている場合、当該上限額を協定対象派遣労働者の一月当たりの所定内労働時間の平均

で除した額とすることが考えられる。 

 

問３－２ 通勤手当を支払っていない場合に、一般賃金の額と同等以上の額を確保するためには、どう

すればよいか。 

答 通勤手当を支払っていない場合には、協定対象派遣労働者の賃金（退職金を除く）の額が、一般基本

給・賞与等の額に局長通達で示されている一般通勤手当の額（令和５年度であれば 71円）を加えた額

と同等以上であることが必要である。 

 

問３－３ 「一般基本給・賞与等＋一般通勤手当」と「基本給・賞与・手当等＋通勤手当」を比較する場

合に、割増賃金の算定基礎となる賃金はどうなるのか。 

答 「割増賃金の算定基礎となる賃金」については、労働基準法等に規定されており、通勤手当について

は、「割増賃金の算定基礎となる賃金」から除外することができる。 

ただし、通勤手当の名称で支給されている賃金の全てを除外できるわけではなく、通勤手当として６

か月定期券の金額に応じた費用を支給するなど、通勤に要した費用に応じて支給される手当である場

合には、除外することができる。 

一方、実際の通勤距離にかかわらず１日 300 円を支給するなど、通勤に要した費用や通勤距離に関

係なく一律に支給する手当である場合には、除外することができない。 

なお、通勤手当として別途支給するのではなく、通勤手当相当分を加味して基本給として支給すると

きは、通勤手当分を含めた基本給全てを割増賃金の基礎とする必要があると考えられるが、一方で、通

勤手当として別途支給する場合には、上記の考え方に沿って判断されるものである。 

 

問３－４ 実費支給で通勤手当を支払っているが、例えば、派遣就業の場所と居住地の間の距離が１㎞

未満を「徒歩圏内」として通勤手当を支給していない場合、どのように取り扱えばよいか。 

答 上記のとおり、派遣就業の場所と居住地の間の距離が１㎞未満を「徒歩圏内」として通勤手当を支給

しないことを労使で十分に協議した上で合意し、１km 以上を実費支給している場合には、局長通達第

２の２の（１）の実費支給と解される。 

「徒歩圏内」の距離については、（人事院規則（原則として２㎞未満の場合には通勤手当は支給しな

い）等を参考にしつつ、）労使で十分に協議した上で決定すること。 
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問３－５ 通勤手当を、「１～２㎞の場合は●円、２～３㎞は●円、・・・」と距離に応じて定額で支給

している場合、実費支給と取り扱ってもよいか。 

答 通勤距離に応じて支払うものであれば、実費支給として認められる。ただし、支給額が実費相当とい

えることが必要であり、不当に低い額で設定されている場合は、この限りでない。 

 

問３－６ 問３－５では、距離に応じた支給区分を設けている場合には、これを実費支給とみなすこと

が示されているが、上記の考え方は協定対象派遣労働者の通勤の方法を問わず適用されると考

えてよいか。 

答 上記問３－５は、通勤手当としてガソリン代を支給している場合等、協定対象派遣労働者の通勤費

用を客観的に特定することが困難な場合の取扱いであり、通勤定期代を支給している場合等、実費額を

算定可能な場合には、局長通達第２の２のとおり実費分を支給することが必要である。 

 

 

４．退職金 

問４－１ 局長通達第３の３（１）「退職手当制度で比較する場合」について、退職金の支給要件となる

勤続年数の起算点は、協定対象派遣労働者を雇用した時点、法の施行時点など、いつになるの

か。 

答 特段の定めはないため、労使で十分に協議した上で退職金の支給要件である勤続年数の起算点を決

定すること。 

なお、派遣元事業主が施行日前から退職手当制度を有しており、既に協定対象派遣労働者にも当該制度

が適用されている場合においては、改正法の施行に合わせて勤続年数の起算点を後ろ倒しすることは、労

働条件の不利益変更となり得ることに留意すること。 

 

問４－２ 「退職手当制度で比較する場合」について、協定対象派遣労働者の勤続期間の通算方法

は、どのように定めればよいか。 

答 特段の定めはないため、労使で十分に協議した上で退職手当の支給要件である勤続期間の通算方

法を決定すること。 

ただし、例えば、有期雇用の派遣労働者について、待遇を引き下げることを目的として、期間が

通算されないよう契約終了後に一定期間を空け、実質的に派遣労働者が退職手当制度の対象となら

ないような運用を行っている場合などは、法の趣旨に反するものであり、認められない。 

また、派遣元事業主が施行日前から退職手当制度を有しており、既に協定対象派遣労働者にも当

該制度が適用されている場合においては、改正法の施行に合わせて勤続期間の通算方法を変更する

ことは、労働条件の不利益変更となり得ることに留意すること。 
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問４－３ 一つの労使協定で、局長通達第２の３（１）「退職手当制度で比較する場合」と第２の３（２）

「一般の労働者の退職金に相当する額と「同等以上」を確保する場合」の両方式を定め、協定

対象派遣労働者による選択制にする予定であるが、局長通達第３の３（１）では、退職手当制

度は「全ての協定対象派遣労働者に適用されるものであること」とされている。 

ここでいう「全ての協定対象派遣労働者」とは、「退職手当制度で比較する場合」で支払う

ことを選択した協定対象派遣労働者「全員」に適用されていればよいという解釈か。 

答 貴見のとおり。 

 

問４－４ 退職手当制度の支給月数で一般賃金の額と比較する場合、協定対象派遣労働者の支給月数に

乗じる賃金額や、退職金総額から支給月数を算出する際の賃金額はどのように取り扱えばよい

か。 

答 協定対象派遣労働者の退職時の所定内賃金額を用いる必要がある。 

 

問４－５ 問４－４では、一般退職金と比較する場合、協定対象派遣労働者の支給月数は協定対象派

遣労働者の退職時の「所定内賃金」額を用いるとあるが、この所定内賃金に含まれる賃金は何

か。 

答 所定内賃金は、所定労働時間に対して支払われる賃金で、基本給、業績給、勤務手当、奨励手当（精

皆勤手当）、生活手当、その他の諸手当等をいい、通勤手当、所定外賃金（時間外手当、深夜手当、休

日出勤手当等）及び賞与は除かれる。 

 

問４－６ 「退職手当制度で比較する場合」を選択した場合、一般退職金と協定対象派遣労働者の退職

金を比較する際は、標準的な協定対象派遣労働者に支給される退職金や標準的な所定内賃金

額を用いて比較することとしてよいか。 

答 貴見のとおり。 

なお、一般退職金の支給月数で比較する場合には、標準的な協定対象派遣労働者に支給される退職

金や所定内賃金額により算出した支給月数と同等以上であればよい。 
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問４－７ 問４－４では、一般退職金と比較する場合、協定対象派遣労働者の支給月数は協定対象派

遣労働者の退職時の「所定内賃金」額を用いるとあるが、派遣元事業主の退職手当制度の算定

基礎となる賃金と一致していない(例：基本給のみを算定基礎)こともある。その際はどのよ

うに一般退職金の支給月数と比較すればよいか。 

答 各派遣元事業主の退職手当制度の算定基礎については、必ずしも所定内賃金にすることは要しない

が、一般退職金の支給月数と比較する際は、所定内賃金額に置き換えた上で、比較することが必要で

ある。 

(例) 

・一般退職金：３年勤続⇒2.5 ヵ月分支給 

・派遣元事業主の退職金制度：３年勤続⇒3.0ヵ月分支給。算定基礎は基本給のみ。 

・労使協定を締結する際には、標準的な基本給として月額 25 万円、基本給以外の諸手当を含む標

準的な所定内賃金額を月額 28万円として協定。 

・協定対象派遣労働者が３年勤続して退職：３年勤続⇒基本給（25万円）×3.0ヵ月＝75万円支給 

⇒ この場合「基本給×3.0ヵ月」の合計額（75万円）を所定内賃金額（28万円）で除して、退職

手当制度の支給月数を算出（75万円÷28万円≒2.7ヵ月分）する。 

その結果、一般退職金（2.5ヵ月）＜退職手当制度（2.7ヵ月）となるため、当該水準は一般退職

金の水準以上となる。 

 

問４－８ 新規に退職手当制度を導入して、制度導入後の勤続年数を元に支給額を決定しようと考えて

いるが、退職手当の給付額で比較する場合には、制度導入後の勤続年数に該当する勤続年数の一

般退職金と比較するのか、制度導入前も含んだ勤続年数の一般退職金と比較するのか。 

答 特段の定めはないため、労使で十分に協議した上で退職金の支給要件である勤続年数の起算点を決

定すること。 

なお、派遣元事業主が施行日前から退職手当制度を有しており、既に協定対象派遣労働者にも当該制度

が適用されている場合においては、改正法の施行に合わせて勤続年数の起算点を後ろ倒しすることは、労

働条件の不利益変更となり得ることに留意すること。 

 

問４－９ 退職手当制度により一般賃金の額と比較する場合、「自己都合退職」と「会社都合退職」はど

のように定義されるのか。労働契約不更新の場合はどうなるのか。 

答 一般賃金の額の算定で用いている統計調査の定義や雇用保険の取扱い等を踏まえつつ、労使で十分

に協議した上で決定すること。 

※ 就労条件総合調査：「会社都合には定年退職も含みます。」 

※ 中小企業の賃金・退職金事情（東京都）：「自己都合退職とは、依願退職および一方的な辞職（任意

退職）を指します。早期または希望退職制度適用者も含まれます。会社都合退職とは、整理解雇およ

び普通解雇を指します。退職勧奨に応じた場合も含まれます。」 

 

 

 

 



 

20 

 

問４－10 退職金に関して東京都が実施した調査「中小企業の賃金・退職金事情」は、東京都以外に所在

する派遣元事業主や派遣先が東京都にない場合においても、使用することは可能か。 

答 可能であるが、労使で十分に協議した上で決定すること。 

 

問４－11 退職金に関して東京都が実施した調査「中小企業の賃金・退職金事情」は、従業員が 10人～

299人の中小企業を対象とした調査であるが、中小企業以外の派遣元事業主も使用することはで

きるのか。 

答 可能であるが、労使で十分に協議した上で決定すること。 

ただし、例えば、従業員規模が大きい派遣元事業主が「中小企業の賃金・退職金事情」を使用する場

合は、労使間でその理由を十分に共有するなど、派遣労働者が納得できるように対応すること。 

 

問４－12 65 歳を定年退職の年齢としており、退職金は当該定年退職時点で支給するが、その退職金

の額は 60歳時点で定める仕組みの退職金制度となっている。労使協定により、派遣労働者に

もこの退職金制度を適用し、「退職手当制度で比較する場合」を選択する場合、60 歳から 65

歳までの期間においても一般退職金と同等以上と考えてよいか。 

答 当該事業主が「退職手当制度で比較する場合」を選択する場合、退職金の額を定める時期にかかわ

らず、65歳時（退職時）において、その退職時までの勤続年数や退職理由に応じた一般退職金と同等

以上の水準で支払われることが労使協定に明確に定められている必要がある。 

また、65歳時（退職時）までの勤続年数や退職理由に応じた一般退職金と同等以上の水準とならな

い場合には、「退職手当制度で比較する場合」の要件を満たさないため、60歳から 65歳までの期間に

おいては、局長通達第３の３（２）「一般の労働者の退職金に相当する額と「同等以上」を確保する場

合」、局長通達第３の３（３）「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」、又はその併用により、一

般退職金と同等以上の額を確保することが必要であるので留意されたい。 

   いずれにしても、どのように一般退職金と同等以上の水準を確保するのかについては、労使で十分

に協議した上で決定すること。 

 

問４－13 協定対象派遣労働者が高齢者であり、前職で退職金が支払われている者、再雇用である者で

あれば、退職金を支給しなくても問題ないか（一般退職金と同等以上の水準としなくてもよい

か。）。 

答 労使で十分に協議した上で決定することが必要である。 

 

問４－14 就労条件総合調査では、勤続 20年以上の数字しか示されていない。これを参考として、20

年目までは退職金を支払わなくてもよいか。 

答 認められない。 

例えば、就労条件総合調査を使用する場合には、最低勤続年数を算出したうえで、勤続 20年未満

等については、勤続 20年の対象手当の支給月数等を 20で除した数字を勤続１年あたりの支給月数と

して、勤続１年を加えるごとに１年分を増加させていく方法や、他の退職金制度の調査における勤続

年数ごとの支給月数の上昇率を加味して算出する方法などが考えられる。 

 



 

21 

 

問４－15 退職手当制度で一般退職金と同等以上を確保する場合、次年度の局長通達で示された支給月

数等の水準が上がった場合には、当該制度を見直す必要があるのか。 

答 貴見のとおり。 

速やかに見直しを検討する必要がある。 

 

問４－16 企業型の確定拠出年金のマッチング拠出は、局長通達第３の３（３）「中小企業退職金共済

制度等に加入する場合」の掛金に算入してもよいか。 

答 マッチング拠出のうち、加入者本人が上乗せして負担する掛金は、派遣元事業主が負担する費用に

該当しないため、認められない。 

  なお、派遣元事業主が負担する費用に関しては「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」の掛

金として算入することが可能である。 

 

問４－17 厚生年金基金に加入している場合には、「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」とし

て取り扱ってもよいか。 

答 貴見のとおり。 

ただし、基本標準掛金を除く。また、派遣元事業主負担分に限る。 

 

問４―18 「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」について、「この「等」には、例えば、派遣

元事業主が独自に設けている企業年金制度が含まれるものであること」とされている。 

派遣元事業主が独自に設けている退職一時金の費用を派遣元事業主が負担している場合、

「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」として取り扱うことは可能か。 

答 貴見のとおり。 

 

問４－19 問４－18において、派遣元事業主が独自に設けている退職一時金の費用を派遣元事業主が

負担している場合、当該費用を「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」として取り扱

うことが可能とされている。ここでいう「費用」とは具体的に何か。 

答 ① 退職一時金を支給するために、派遣元事業主が「直近事業年度において積み立てている額」

等を時給換算したもの。 

② ①が算出できない場合には、過去の給付実績に基づいて算出した平均額など、合理的な計算

方法により算出した「通常、一年間に支払う退職一時金の給付総額」を時給換算したもの。 

 

問４－20 「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」について、確定給付企業年金等と併用して、

派遣元事業主が独自に設けている退職一時金を協定対象派遣労働者に支給しているが、確定

給付企業年金等と退職一時金の派遣元事業主の掛金を合算して、一般退職金（令和５年度は

一般基本給・賞与等に５％を乗じた額）と比較することは可能か。 

答 貴見のとおり。 
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問４－21 「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」については、協定対象派遣労働者の一般基本

給・賞与等の総額の５％と同等以上の掛金拠出であればよいか（５％は令和５年度適用の局

長通達における水準）。 

答 貴見のとおり、派遣元事業主が費用として負担している掛金が、協定対象派遣労働者の一般基本給・

賞与等の総額の５％と同等以上の掛金拠出であればよい。 

 

問４―22 退職金制度を設けていない等の理由により、協定対象派遣労働者に退職金を支払っていな

い場合に、一般賃金の額と同等以上の額を確保するためには、どうすればよいか。 

答 退職金を支払っていない場合には、協定対象派遣労働者の賃金（通勤手当を除く）の額が、一般基

本給・賞与等の額に「一般基本給・賞与等に５％を乗じた額（１円未満は切り上げ。なお、５％は令

和５年度適用の局長通達における水準）」を加えた額と同等以上であることが必要（例えば、一般基本

給・賞与等が 1,000 円の場合は、協定対象派遣労働者の賃金の額が、「1,000 円＋（1,000 円×５％）

＝1,050円」と同等以上であることが必要）。 

   なお、このほか、通勤手当も含めて合算して比較する方法もあるため、合算の取扱いは、局長通達

第３の４「「基本給・賞与・手当等」、「通勤手当」、「退職金」の全部又は一部を合算する場合の取扱い」

を参照すること。 

 

問４－23 商工会議所の特定退職金共済制度も、「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」とし

て取り扱ってよいか。 

答 貴見のとおり。 

 

問４－24 中小事業主掛金納付制度（iDeCo＋）は、企業が上乗せ拠出するものであるため、当該上

乗せ拠出部分は、「中小企業退職金共済制度等に加入する場合」として取り扱ってもよい

か。 

答 貴見のとおり。 

 

問４－25 局長通達の第２の３ 退職金において、「一般賃金のうち退職金については、次の（１）、（２）

又は（３）から労使で選択するものとする。なお、一つの労使協定において、労働者の区分ごと

に（１）から（３）までを選択することも可能であること。」と記載があるが、この「労働者の

区分」の定義はどのようなものが考えられるか。 

答 労働者の区分については、多様なものがあるため、労使で決めることになるが、例えば、無期雇用と

有期雇用で分ける場合（無期雇用は選択肢１、有期雇用は選択肢２など）、職種で分ける場合（Ａ職種

は選択肢１，Ｂ職種は選択肢２など）などが考えられる。 
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問４－26 局長通達で「一般賃金のうち退職金については、次の（１）、（２）又は（３）から労使で選択

するものとする。なお、一つの労使協定において、労働者の区分ごとに（１）から（３）までを

選択することも可能であること」とされているが、個々の派遣労働者が、希望に応じて、（１）

から（３）を選択する方法でも可能か。 

答 一般退職金と同等以上の待遇が確保される場合には、個々の労働者の希望に応じて（１）から（３）

を選択させる方法も可能である。 

 

問４－27 派遣元Ａ社では、労使協定方式により退職金に関しては退職金前払いの方法（一般労働者の

賃金水準に５％上乗せ）を検討している。退職金前払いの方式を採用する場合、支給対象者を全

ての協定対象派遣労働者ではなく、下記の者を除く協定対象派遣労働者とすることは可能か。      

１．学生のアルバイト 

２．当初から３か月の短期間の雇用を希望している者 

３．産休代替等により雇用する者（派遣先の労働者が産前産後・育児休業を取得する場合における当該労

働者の業務について、派遣する者） 

答 １～３の者を一般退職金の支給の対象から除くことは認められない。 

  なお、選択肢２（一般基本給・賞与等の５％を上乗せ）も含め、協定対象派遣労働者の退職金の算定

については、個々の派遣労働者による比較は必ずしも要せず、「直近の事業年度において協定対象派遣

労働者に支給された額の平均額」等で、一般退職金と同等以上であれば差し支えない（１～３の者につ

いて、合算の方法により一般賃金と同等以上とすることも可能である）。 

  また、労使協定方式は、派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことができ

るようにすること等を目的としたものであるから、これらの労働者を労使協定方式の対象にするのか

等についても、労使で十分に協議した上で判断されたい。 

  ※一般退職金の率は令和５年度適用の局長通達の例。 

 

問４－28 協定対象派遣労働者の待遇を確保するにあたり、日雇派遣労働者については、５％相当分を

加算しない等により、一般退職金による待遇を確保しなくとも問題ないか。 

答 日雇派遣労働者について労使協定方式を採用する場合は、退職金も含め、同種の業務に従事する一

般労働者の平均的な賃金の額と同等以上とすることが必要である。  

 なお、労使協定方式は、派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことができる

ようにすること等を目的としたものであるから、日雇派遣労働者を労使協定方式の対象にするのか等

についても、労使で十分に協議した上で判断されたい。 

 ※一般退職金の率は令和５年度適用の局長通達の例。 
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問４－29 一般退職金について、一般基本給・賞与等の５％を上乗せして支給する方法を選択した場合

にも、退職金制度を導入する場合と同様に、勤続３年目以降の者のみ対象とすることは可能か。 

答 認められない。 

 なお、協定対象派遣労働者の退職金について、選択肢２・３は、個々の派遣労働者による比較は必ず

しも要せず、「直近の事業年度において協定対象派遣労働者に支給された額の平均額」等で、一般退職

金と同等以上であれば差し支えない。 

  ※一般退職金の率は令和５年度適用の局長通達の例。 

 

問４－30 確定給付年金の掛金を、派遣労働者以外の一般の労働者を含めて定額で支払っている場合、

どのように一般退職金の５％と比較すればよいか。 

答 掛金の形態が定額であり、派遣労働者の内訳が不明である場合は、例えば、以下の計算方法が考えら

れる。 

 ⇒ 掛金（定額） × 協定対象派遣労働者の現金給与総額／協定対象派遣労働者を含む全労働者の

現金給与総額 

  ※一般退職金の率は令和５年度適用の局長通達の例。 

 

問４－31 一般退職金（一般基本給・賞与等×５％）を加味した一般賃金の額と同等以上の賃金の額を、

既に協定対象派遣労働者に支払っているが、これに加えて中小企業退職金共済制度（以下「中退

共」という。）に加入しようと考えている。その際、一般退職金として掛金を一般基本給・賞与

等の５％以上とすることが局長通達で示されているところ、法定の措置を上回って加入する中

退共の掛金の額も５％以上とする必要があるか。 

答 協定対象派遣労働者の賃金が、一般退職金（一般基本給・賞与等×５％）を加味した賃金の合計額

と同等以上である場合、これに上乗せしてさらに中退協に加入する場合の掛金の額は、法定の義務を

上回る措置による待遇を確保するものであることから、上乗せ分の掛金が５％未満であった場合でも

問題となるものではない。 

  ※一般退職金の率は令和５年度適用の局長通達の例。 
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問４－32 いわゆる「選択制ＤＣ制度」を導入している場合、その掛金については「中小企業退職金共済

制度等に加入する場合」の掛金として取り扱ってもよいか。 

答 いわゆる「選択制ＤＣ制度」は、従業員が一定額を企業型確定拠出年金の事業主掛金として充当する

か、賃金として受け取るかについて、自らの意思で選択できる制度である。企業型確定拠出年金の事業

主掛金として充当する場合は、事業主から拠出されることとなるため、「中小企業退職金共済制度等に

加入する場合」の掛金として取り扱って差し支えないが、一方で、当該掛金部分は賃金とはみなされな

いため、実際に賃金として支給される額を用いて一般基本給・賞与等と比較する必要があることに留意

されたい。 

 

(例) 

○選択制ＤＣ制度を導入している事業所において、 

協定対象派遣労働者の基本給・賞与・手当等が 20万円 

事業主掛金として充当するか、賃金として受け取るか選択できる金額が３万円の場合 

 

・協定対象派遣労働者が、３万円を事業主掛金として充当する場合 

   20万円が一般基本給・賞与等と同等以上 

   ３万円が一般退職金と同等以上 

 である必要がある。 

 

・協定対象派遣労働者が事業主掛金を全く充当せず、23万円を賃金として受け取る場合 

局長通達第３の４に定める合算による方法を用いる場合は、 

23万円が一般基本給・賞与等 ＋ 一般退職金 と同等以上 

である必要がある。（※） 

 

（※）別個に協定対象派遣労働者に退職金を支給する制度を有しており、退職金制度による方法を

用いて一般退職金と同等以上を確保する場合は、23 万円が一般基本給・賞与等と同等以上、

かつ当該制度に基づいて支給される退職金の額が一般退職金と同等以上とすることも可能で

ある。 
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５．独自統計 

問５－１ 新規高卒初職者について、採用した初年度に限り、人事院の職種別民間給与実態調査の学歴

別職種別の高卒者の初任給を使用した賃金を適用してもよいか。 

答 貴見のとおり。 

ただし、当該実態調査の使用について労使で合意していることが必要。 

また、その際の賃金の決定方法は、職務の内容、成果、意欲、能力、経験等の向上があった場合に

改善されるものでなければならず、これらを公正に評価して賃金を決定する必要がある。そのため、

例えば、採用した翌年度以降も当該賃金を使用したり、新規採用者であっても一定の技能を習得して

採用された者にも当該賃金を適用したりすることは不適切な賃金の決定と考えられ、法の趣旨に反し

ており、認められない。 

 

 

６．賃金の改善（法第 30条の４第１項第２号ロ）  

問６－１ 協定対象派遣労働者の範囲を職種で設定し、職種ごとに賃金テーブルを作成している。しか

し、同じ職種に属していても、派遣先によって派遣労働者が従事する具体的な業務内容は異なる

ため、昇給の仕組みについては、業務内容ごとに異なる基準を設定することは認められるか。 

答 労使で合意されていれば否定されるものではない。 

  ただし、紛争防止の観点からも、具体的な評価基準や評価期間、昇給範囲、対象者等を労使協定に定

めること。 

  また、評価期間中の終了直前に派遣先を変更（業務内容を変更）させ、変更前の派遣先の就業実態を

評価対象としないなど、実質的に派遣労働者を昇給させていない恣意的な運用等は認められない。 

 

問６－２ 定年退職した労働者を採用している場合であっても、職務内容に向上があれば賃金の改善が

必要か。 

答 労使協定方式については、派遣労働者の長期的なキャリア形成に配慮した雇用管理を行うことがで

きるようにすることを目的としたものであり、これを担保するため、法第 30条の４第１項第２号ロの

要件が設けられている。 

 したがって、定年後再雇用する者を労使協定方式の対象とするのであれば、法第 30条の４第１項第

２号ロの要件の対象となる。 
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７．公正な評価（法第 30条の４第１項第３号） 

問７－１ 法第 30条の４第１項第３号において、派遣労働者の賃金を決定するにあたっては、職務

の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する事項を公正に評価す

ることとなっているが、それは全ての賃金の決定が対象となるのか。 

答 法第 30条の４第１項第３号については、派遣労働者の職務の内容、職務の成果、能力、経験等の向

上を公正に評価しその結果を勘案した賃金を決定することを内容としている要件であり、第２号イ及

びロに掲げる賃金の決定方法において必要となるものである。 

したがって、一般的に職務の内容、職務の成果、能力、経験等に応じて支給されると考えられる職

務の内容に密接に関連して支払われるものについては、同号の対象となるため、例えば、賞与につい

てのみ「公正に評価し、賞与額を決定する」旨の規定しかない場合は、認められない。 

なお、職務の内容に密接に関連して支払われるものの評価のうち、例えば、資格手当といった一定

の要件の下で必ず支払われることとして就業規則や賃金規程等に明確に定められ、かつ、不合理と認

められる相違が生じていないものについては、当該規則等に基づき、適切に支払われることとされて

いれば足りるものと考えられる。 

一方で、例えば通勤手当といった職務の内容、職務の成果、能力、経験等の向上に応じて決定する

ことになじまない職務の内容に密接に関連して支払われるもの以外において、不合理と認められる相

違が生じていないものについては、第３号の「公正な評価」まで求めるものではないと考えられる。 


